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寄　稿

えてみたい。

2　 “FTAAP”を目指し、“P4協定”から
“新TPP協定”へ
まず、今回の「TPP」交渉そのものの全体

の流れ＝構図の中での位置について簡単にみ
ておこう。
第一に、「米国」を含む９か国による新た

な協定作りの“交渉”が昨年（2010年３月）か
ら実施されているところであるが、その大本
＝土台になっているのは、2006年５月に発効
したニュージーランド、シンガポール、チリ、
ブルネイの４か国によるTPP（P4）協定（環太平
洋戦略的経済連携協定, Trans-Pacific Strategic 

Economic Partnership Agreement）である。“農
業国”のニュージーランドと“農業のない”
通商国家のシンガポールはともに500万人に満
たない小規模な人口の国であり、ブルネイに
いたっては主に石油と天然ガスの輸出に依存
する人口50万人の小都市国家である。このP4
協定の著しい特徴は、原則として“除外品”（重
要品目）を設けずに「食料農産物」を含むすべ
ての品目を対象とするごく短期間（即時あるい
は10年以内）での“関税撤廃”にあるが、そうし
た点もこのようなメンバー国の特質＝性格に
強く規定されてのことといってよいであろう。
第二に、P4協定が、“strategic”というその

名のとおり、もともと大きな“戦略”的意図を
内蔵しており、APEC諸国（米国を含む）を対象
とした広域的な“自由貿易圏”である「FTAAP」
の構築を最終的な実現目標に据えている点で

1　“突然”の所信表明演説と「TPP」
上記の「TPP」とは、いうまでもなく“環

太平洋パートナーシップ”協定（Trans-Pacific 
Partnership Agreement）のことである。菅首相
は、先の臨時国会の所信表明演説（昨年10月１
日）において、この「TPP交渉への参加を検討
しアジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の構築を
目指す」とし、そのための “平成の開国”（第
三の開国）を他方での“農業再生”を図りつつ
進めるとの意向を明らかにした。そしてその
直後、それに連動するように、かくあらねば
「日本は世界の孤児になる」（財界首脳）とか、
「GDP1.5％の産業を守るために他の98.5％のか
なりが犠牲になっている」旨の発言（現外相）

等が相次いだのはとても印象的であった。
この首相の“突然”の意向表明に対しては

政権内部での“批判”もあったことから、そ
の後の閣議決定（11月９日）では、「関係国との
協議を開始する」との抑制された表現に引き
戻されたが、そこでは合わせて“農業構造改
善推進本部（仮称）”を設置し、このTPPとい
う、ほぼ“完全自由化”といえる環境設定に
も耐えうるような国内農業の“再建策”を本
年６月までに検討するとの基本方針が決定さ
れたところである。
現在は各紙社説を含めてマスコミ報道を媒

介に、広く国論を二分するかたちで熱い議論
が進行中であるが、ここでは、こうした「平
成の開国」たる「TPP」と「農業再生」との
「関係」をどのように捉えたらよいのかを重要
と思われる若干の論点に即してザックリと考
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せしめるわけではない。ここでの要点は、一
国内における“部門”としての農工間の不均
等発展とそのことが経済に影響するメカニズ
ムへの正確な理解であり、農工間の発展の不
均等度が強いほど国内農業の“国際競争力”
は弱体化せざるを得ないのが“経済学”の教
えるところである。本当のところ、わが国の
「農業」は同じ国内の「工業」と成長性をめぐ
って“競争”しているのであって、「外国農業」
とではない。同じ国内における成長性を基軸
とした農工間の“バランス”が問われるべき
なのである。
第二の理由はわが国経済の“浮揚”を図る

推進力として位置づけられた新興国市場等の
“成長性”に対して、菅政権が、真の実態に迫
る何の分析もなく単に無批判的にそれを前提
にしているだけであり、さらにはそうした新
興国経済の“浮沈”を左右する「グローバル
資本主義」自体の進行メカニズムや実態の著
しい“不安定性”に対する洞察をも全く欠い
ていることである。すでに紙幅も尽きたので
詳しくは別の機会に譲らなければならないが、
現下の「グローバル資本主義」は、特異に肥
大化した金融経済がその全体を主導する関係
にあるのであり、近いところでは２年余前の
“リーマン・ショック”にみられるとおり繰り
返される「バブル」の形成と崩壊による“極
度の”不安定性がその体質的な特徴である。
「平成の開国」は前掲のP4諸国とは異なり人
口大国であるわが国の“食料確保”をこうし
た「グローバル資本主義」の“激流”のなか
に投げ出そうとするに等しいのであり、菅政
権の“戦略”は全く逆立ちしているといわざ
るを得ないのである。

（かせ　よしあき）

ある。上記のP4諸国に新しく「米国」等を加
えた９か国が推し進めている、新TPP（前記の
“環太平洋パートナーシップ”）協定をめぐる
“交渉”は、こうした特質のＰ４協定の“拡大
版”というべき性格のものであり、ゆくゆくは
APECの自由貿易協定たる「FTAAP」をもそ
うしたものとして実現を図る、経過的ではあ
るが重大なワンステップにほかならないので
ある。

3　「平成の開国」と「農業再生」
菅政権は、前述のとおり、以上のようなP4

協定をベースにして“新TPP”、さらには
“FTAAP”へと進展する大きな“流れ”に「米
国」とともに参加することで、「平成大不況」
のもとで苦しむわが国経済の“復活”を図ろ
うとする“成長戦略”を打ち出した。そして、
同時に、「わが国農業の潜在力を引き出す大胆
な政策対応」を先行的に推進するならば、「食
料自給率の向上や国内農業・農村の振興」を
支える「強い農業」の実現（農業再生）も、こ
うした「平成の開国」たるTPP（FTAAP）への
参加と「両立」が「可能」であると強調した
のであった。しかし、それは結論的には多く
の人が直感的に思う通り、神ならぬ人間業で
は到底なしえない「偉業」の域に属するとい
わざるを得ないだろう。
こうした評価をする第一の理由は、その文

脈には、“ミクロ”的な個別経営の次元とは異
なる「部門」論としての農業全体次元での独
自のメカニズムに対する考察と配慮が全く欠
落していることにある。たとえ構造改善が進
んで少数の先進的な大経営によって農業生産
の大宗が担われるようになったとしても、そ
れが直ちに国内農業の“国際競争力”を強化
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